
4第 章 災害査定

　国庫補助事業を活用して災害復旧事業を行う場合は、あらかじめ所管省庁による“災害査定”が
行われる。“災害査定”とは、国が被害の程度を確認し、申請された復旧工事に必要な工法や費用
が適正なものであるかを現地で査定するもので、農林水産省の査定官に財務省の立会官が同行する
形で行われる。
　今回の大震災津波における査定件数は 1,074 件で、申請額 36,975,793 千円に対し査定額 34,259,987
千円に上り、件数、査定額とも過去最大となった。

第１節　災害査定の実施体制

　災害査定は、平成23年５月20日～12月22日まで23次、51班体制で行われ、査定件数1,074件、
申請額370億円に対し査定額343億円に上り、過去最大となった。
　災害査定に当たっては、堆積土砂厚や道水路における横断図の測定頻度軽減など、査定事務
が簡素化されたことにより事務量が大幅に軽減されたほか、全国から延べ148名の派遣応援を頂
いたことから、12月までに終了することができた。
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　被害が甚大な沿岸部８市町村（陸前高田市・大船渡市・釜石市・大槌町・山田町・宮古市・岩泉
町・野田村）においては、災害復旧事業の実施体制が確保出来ないことから、県に対して災害復旧
事業の県営施行が要請された。
　これを受け、県は、災害査定をはじめ農地・農業用施設災害復旧事業について、市町村に代わり
県営事業として実施することとした。
県営災害復旧事業の実施基準は以下のいずれにも該当し、その市町村から要請があった場合とした。
①　被災者の生活支援等を最優先に取り組んでいるなど、農地及び農業用施設の災害復旧事業に
着手できない状況にある沿岸市町村※であること。

　　　　※沿岸市町村：洋野町、久慈市、野田村、普代村、田野畑村、岩泉町
　　　　　　　　　　　宮古市、山田町、大槌町、釜石市、大船渡市、陸前高田市
②　津波被害を受けた農地において、塩害対策等技術的対応が必要な市町村であること。
③　津波被災地域の農業生産基盤の復旧については、都市計画を含めた地域全体の土地利用計画
の一つと位置づけられ関係機関との協議が必要であり、一貫した計画により施行しなければ
ならない市町村であること。

④　一つの市町村において、農地及び農業用施設に係る災害復旧事業の受益面積が農業基盤整備
事業の県営事業の採択基準以上であること（10ha 以上）。

　なお、農地海岸保全施設（10 箇所）と衣川 1号ダム（奥州市）は、施設所有者である県が災害
復旧事業を実施することとした。
　県が申請する災害復旧事業計画概要書作成に係る測量調査設計の委託業務は、本庁で発注するこ
ととし、現地機関の負担軽減を図った。
　また、査定設計書の作成に当たっては、一関市と県の現地機関である大船渡農林振興センター、
宮古農林振興センターに配置された、農林水産省や各道府県からの派遣職員のべ 148 名の協力を得
て進められた。
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　今回の大震災津波における災害査定は、発災から約 2か月半後の平成 23 年 5 月 20 日の一戸町を
皮切りに 12 月 22 日までの期間、20 市町村を対象として、23 次、計 51 班の体制で行われた。
　また、査定官（農林水産省）、立会官（財務省）は全国の農政局、財務局からの派遣協力を得て
延べ 102 人に及び、それぞれの査定班に随行する県立会は、本庁のみでは対応できないことから、
内陸部の現地機関から職員をフルに動員して対応した。

第２節　災害査定スケジュール
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１　農地・農業用施設の災害査定
　今回の東日本大震災津波による甚大かつ広範な被害の状況に鑑み、災害査定事務を迅速に処理す
るため、国から本県を含む被災６県に対して、査定の簡素化が通知された。
具体的には、
①　申請額 50,000 千円未満の被災箇所について、総合単価を認めること
②　申請額 30,000 千円未満の被災箇所について、机上査定によることができること
③　水土里情報システム等の GIS や航空写真の活用により、計画概要書添付資料を簡素化し、
標準断面図により積算することができること

などである。
　本県では、総合単価や机上査定の簡素化については適用しなかったが、水土里情報システムを活
用して計画平面図の作成を効率的に行った。
　加えて、水路及び農道の横断図作成では、通常は“20m毎に測点”とされているところを、“起点、
中間点、終点の３点”とし、また、堆積土砂の厚さの測定は、“10a 当たり 9～ 15 点”とされてい
るところを、除塩事業の際の塩分濃度測定基準である“20ha 当たり１点”を適用して査定事務の
簡素化を図った。

第３節　災害査定の簡素化

84



第 章 災害査定4

85



第 章 災害査定4

コラム　災害査定の簡素化による課題
岩手県農林水産部農村建設課　三上　俊助

　平成 23年は東日本大震災津波のみならず豪雨災害そして台風災害にも見舞われ過去に例の
ない災害の年でしたが、皆様の御協力により年内に災害査定を終えることができました。
　年内に災害査定を終えることができた一つの要因として、津波により被災を受けた地域の災
害査定の簡素化が挙げられますが、その簡素化に伴って新たな課題が生じました。

１　災害査定の簡素化
　平成 23年の災害査定においては、復旧工事の早期着手に資するため、津波により被災を受
けた地域については、設計図書の大幅な簡素化が図られ、設計図面への航空写真の活用や堆積
土砂厚等の測定頻度が軽減されました。
　一例をあげると堆積土砂厚の測定については、通常であれば 10a に９～ 15 点を測定する
こととなっていますが、今回は図１のように、１地区当たり 10点程度の測定頻度まで簡素化
しました。
　この結果、災害査定に向けて、大幅に事務量を軽減することができ、年内に災害査定を終了
することができました。
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２　沿岸部の災害復旧事業
　沿岸部の被災農地は、通常の農地災害復旧に加え、海水による塩分を除去するための除塩事
業も併せて実施しました。
　除塩事業は、国が定める塩分濃度を超える農地について、５㎝未満の堆積土砂の撤去、耕起・
代掻き、石灰資材の施用等が可能で、原則的には、残存している表土を湛水により除塩するも
のです。
　災害復旧事業及び除塩事業の申請に当たっては、堆積土砂厚測定結果から５㎝以上を災害復
旧事業、５㎝未満は除塩事業で申請しました。

３　災害査定の簡素化による課題
　復旧工事の早期着手のため、災害査定の簡素化を図ったわけですが、復旧工事の実施に当たっ
ては、堆積土砂撤去量等の工事数量を算出する必要があるため、工事着手前に詳細な調査を行
いました。
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　その結果、災害査定時点から工事数量のみならず、復旧工法にも変更が必要となりました。
　具体的には、堆積土砂の下にあると思われていた表土や基盤土が流失していたり、または、
表土は残っていてもガレキが混入していたりと客土工での対応が必要となりました。
　このように、災害査定時点から工事数量及び復旧工法に変更があることから、災害復旧事業
の計画変更を行わなければなりませんが、その中で、除塩事業のみ申請していた農地が課題と
なりました。
　除塩事業は、前述のとおり残存表土を湛水により除塩するものですから、表土が流失してい
たり、または、ガレキが混入していて撤去せざるを得ず客土工が必要な地区については対応で
きません。
　図３の中間部のように、農地災害復旧事業と除塩事業の双方を申請していれば、農地災害復
旧事業の計画変更で客土工を追加することが可能ですが（除塩事業は廃止）、除塩事業のみ申
請していた農地は、計画変更（客土工の追加）ができない状況にあります。
４　課題への対応
　このような状況を受けて、東北農政局と協議を重ねたところ、除塩事業のみ申請していた農
地を、150 ｍ以内で申請している農地災害復旧事業地区に計画変更で追加することで対応す
ることができました。
　こうした新たに生じた課題は、他県も同様にあり、災害査定の簡素化で標準断面方式を採用
したが、実際に復旧工事に着手すると査定で認められた復旧内容と大幅に現地が異なり現場で
はその対応に苦慮している事例もあるようです。
５　終わりに
　東日本大震災津波からの復旧・復興については、今回紹介させていただいた課題の他にも様々
な課題があり、現場の皆様は、大変苦労されています。
　沿岸部の復旧業務にあたっては、全国の道府県からたくさんの方々の御支援をいただきなが
ら、進めているところであり、改めて感謝申し上げます。

（出典：農村振興いわて　2013.1 号）

２　農地海岸保全施設の災害査定
　県が管理する農地海岸保全施設は、10 海岸（堤防延長約 3.6km）であるが、４海岸が全壊、２
海岸が一部損壊の計６海岸（堤防延長約 2.1km）が破堤し、全ての海岸で地盤沈下（0.1 ～ 1.5m）
が確認されるなど、広範囲にわたって被災し、その程度が甚大であったため一定計画による復旧を
申請することとした。
　海岸保全施設（海岸堤防等）は、県農林水産部農村建設課のほか、森林保全課、漁港漁村課及び
県土整備部河川課が所管しており、それぞれの目的に応じて一連の湾内（地域海岸）に所在するこ
とから、復旧に向けた堤防高さの設定や構造の考え方については、県関係課が連携して統一を図った。
　災害査定時点（平成 23 年 12 月）では、構造の詳細については調整・検討中であったことから、
査定は標準的な断面で行った。
　また、水門、陸閘の復旧については、操作員の安全確保の観点から、遠隔操作化が認められた。
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　なお、平成 10 年度に採択され実施中であった海岸保全施設整備事業下荒川地区は、堤防の決壊
や背後農地の流失、地盤沈下など被害が甚大であったことから、早期に復旧できる災害復旧事業で
実施するため、災害査定を受けた。その結果、災害復旧事業として認められ、実施中の事業は廃止
することとした。

　農地等災害復旧事業の基本となる補助率は、農地 50％、農業用施設 65％であるが、市町村ごと
にこれらの事業費の総額を関係耕作者の実数で除した額が８万円を超えると、基本補助率より高率
の補助が受けられる。これを“補助率増高”という。
　また、激甚災害に指定されれば、暫定法による嵩上げに加えて、補助残についても激甚法による
嵩上げ措置が講じられる。
　この結果、23 市町村で補助率が 90％を超え、特に沿岸部（宮古、大船渡地域）では、農地の補
助率は 98％を、また、農業用施設の補助率は 99％を超えた。

第４節　補助率の嵩上げ
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